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(57)【要約】
【課題】　タッチパネルのＩＴＯフィルム基材等の用途に用いられる、表面硬度、耐摩耗
性、塗布層とポリエステルフィルムとの密着性に優れたポリエステルフィルムを提供する
。
【解決手段】　ポリエステルフィルムの少なくとも片面に、（メタ）アクリレート化合物
、（メタ）アクリロイル基を有する反応性シリカ、およびイソシアヌレート構造を有する
化合物を含有する塗布液から形成された塗布層を有することを特徴とする積層ポリエステ
ルフィルム。
【選択図】　　　なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
ポリエステルフィルムの少なくとも片面に、（メタ）アクリレート化合物、（メタ）アク
リロイル基を有する反応性シリカ、およびイソシアヌレート構造を有する化合物を含有す
る塗布液から形成された塗布層を有することを特徴とする積層ポリエステルフィルム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、積層ポリエステルフィルムに関するものであり、特に、タッチパネルのITO
フィルム基材として好適に用いられ、表面硬度、耐摩耗性、塗布層とポリエステルフィル
ムとの密着性が良好な積層ポリエステルフィルムに関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　ポリエステルフィルムは機械的特性、寸法安定性、耐熱性、透明性、電気絶縁性、耐薬
品性などに優れた特性を発現することから、建材用途、光学用途、包装用途などの分野の
フィルム基材として広く使用されている。
【０００３】
　しかし、ポリエステルフィルムは表面硬度が低く、さらに耐摩耗性が低い。そのため、
行程中や使用時に傷が付きやすいという問題点がある。
【０００４】
　前述の理由から、表面硬度、耐摩耗性を向上させる為に、ポリエステルフィルムの表面
にハードコート層を設ける方法が知られている（引用文献１）。しかし、一般的にハード
コート層は、ポリエステルフィルムとの密着性が低く、各種の工程中や使用時に剥離して
しまうことがある。
【０００５】
　上記の問題を解決する為に、密着性向上を目的に、ポリエステルフィルムの表面にアク
リル樹脂、ウレタン樹脂、ポリエステル樹脂等のバインダーを使用した易接着層を設ける
方法や（引用文献２）、コロナ処理などの表面活性化を行う方法などが知られている。ま
た、ハードコート層に多官能アクリレートとメラミン化合物を用いることで、上記の処理
を行わずにポリエステルフィルムとの密着性を向上させることができることも知られてい
る（引用文献３）。この方法は、ポリエステルフィルムの製膜と塗布層形成を同時に行う
インラインコーティング法を用いることも可能であり、上記の密着性向上方法よりも製造
コストの点で優れている。しかし、上述したこれらの方法でも十分な密着性が得られない
場合がある。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開平１１－３４２４３号公報
【特許文献２】特開平１０－１６６５３１号公報
【特許文献３】特開２００６－２０５５４５号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　本発明は、上記実情に鑑みなされたものであって、その解決課題は、優れた表面硬度、
耐摩耗性を有し、さらにポリエステルフィルムとハードコート層との密着性が良好な積層
ポリエステルフィルムを提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明者らは、上記実情に鑑み、鋭意検討した結果、特定の構成からなる積層ポリエス
テルフィルムを用いれば、上述の課題を容易に解決できることを知見し、本発明を完成さ
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せるに至った。
【０００９】
　すなわち、本発明の要旨は、ポリエステルフィルムの少なくとも片面に、（メタ）アク
リレート化合物、（メタ）アクリロイル基を有する反応性シリカおよびイソシアヌレート
構造を有する化合物を含有する塗布液から形成された塗布層を有することを特徴とする積
層ポリエステルフィルムに存する。
【発明の効果】
【００１０】
　本発明の積層ポリエステルフィルムによれば、表面硬度が高く、ポリエステルフィルム
との密着性が良好な積層ポリエステルフィルムを提供することができ、その工業的価値は
高い。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
　本発明における積層ポリエステルフィルムを構成するポリエステルフィルムは単層構成
であっても多層構成であってもよく、２層、３層構成以外にも本発明の要旨を越えない限
り、４層またはそれ以上の多層であってもよく、特に限定されるものではない。
【００１２】
　本発明において使用するポリエステルは、ホモポリエステルであっても共重合ポリエス
テルであってもよい。ホモポリエステルからなる場合、芳香族ジカルボン酸と脂肪族グリ
コールとを重縮合させて得られるものが好ましい。芳香族ジカルボン酸としては、テレフ
タル酸、２，６－ナフタレンジカルボン酸などが挙げられ、脂肪族グリコールとしては、
エチレングリコール、ジエチレングリコール、１，４－シクロヘキサンジメタノール等が
挙げられる。代表的なポリエステルとしては、ポリエチレンテレフタレート等が例示され
る。一方、共重合ポリエステルのジカルボン酸成分としては、イソフタル酸、フタル酸、
テレフタル酸、２，６－ナフタレンジカルボン酸、アジピン酸、セバシン酸、オキシカル
ボン酸（例えば、ｐ－オキシ安息香酸など）等の一種または二種以上が挙げられ、グリコ
ール成分として、エチレングリコール、ジエチレングリコール、プロピレングリコール、
ブタンジオール、４－シクロヘキサンジメタノール、ネオペンチルグリコール等の一種ま
たは二種以上が挙げられる。
【００１３】
　ポリエステルの重合触媒としては、特に制限はなく、従来公知の化合物を使用すること
ができ、例えば、チタン化合物、ゲルマニウム化合物、アンチモン化合物、マンガン化合
物、アルミニウム化合物、マグネシウム化合物、カルシウム化合物等が挙げられる。その
中でも、チタン化合物やゲルマニウム化合物は触媒活性が高く、少量で重合を行うことが
可能であり、フィルム中に残留する金属量が少ないことから、フィルムの輝度が高くなる
ので好ましい。さらに、ゲルマニウム化合物は高価であることから、チタン化合物を用い
ることがより好ましい。
【００１４】
　チタン化合物を用いたポリエステルの場合、チタン元素含有量は、好ましくは５０ｐｐ
ｍ以下、より好ましくは１～２０ｐｐｍ、さらに好ましくは２～１０ｐｐｍの範囲である
。チタン化合物の含有量が多すぎる場合は、ポリエステルを溶融押出する工程でポリエス
テルの劣化が促進され黄色味が強いフィルムとなる場合があり、また、含有量が少なすぎ
る場合は、重合効率が悪くコストアップや十分な強度を有するフィルムが得られない場合
がある。また、チタン化合物によるポリエステルを用いる場合、溶融押出する工程での劣
化抑制の目的で、チタン化合物の活性を下げるためにリン化合物を使用することが好まし
い。リン化合物としては、ポリエステルの生産性や熱安定性を考慮すると正リン酸が好ま
しい。リン元素含有量は、溶融押出するポリエステル量に対して、好ましくは１～３００
ｐｐｍ、より好ましくは３～２００ｐｐｍ、さらに好ましくは５～１００ｐｐｍの範囲で
ある。リン化合物の含有量が多すぎる場合は、ゲル化や異物の原因となる可能性があり、
また、含有量が少なすぎる場合は、チタン化合物の活性を十分に下げることができず、黄
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色味のあるフィルムとなる場合がある。
【００１５】
　本発明のポリエステルフィルム中にはフィルムの耐候性の向上、液晶等の劣化防止のた
めに、紫外線吸収剤を含有させることも可能である。紫外線吸収剤は、紫外線を吸収する
化合物で、ポリエステルフィルムの製造工程で付加される熱に耐えうるものであれば特に
限定されない。
【００１６】
　紫外線吸収剤としては、有機系紫外線吸収剤と無機系紫外線吸収剤があるが、透明性の
観点からは有機系紫外線吸収剤が好ましい。有機系紫外線吸収剤としては、特に限定され
ないが、例えば、環状イミノエステル系、ベンゾトリアゾール系、ベンゾフェノン系など
が挙げられる。耐久性の観点からは環状イミノエステル系、ベンゾトリアゾール系がより
好ましい。また、紫外線吸収剤を２種類以上併用して用いることも可能である。
【００１７】
　本発明のフィルムのポリエステル層中には、易滑性の付与および各工程での傷発生防止
を主たる目的として、粒子を配合することも可能である。配合する粒子の種類は、易滑性
付与可能な粒子であれば特に限定されるものではなく、具体例としては、例えば、シリカ
、炭酸カルシウム、炭酸マグネシウム、炭酸バリウム、硫酸カルシウム、リン酸カルシウ
ム、リン酸マグネシウム、カオリン、酸化アルミニウム、酸化チタン等の無機粒子、アク
リル樹脂、スチレン樹脂、尿素樹脂、フェノール樹脂、エポキシ樹脂、ベンゾグアナミン
樹脂等の有機粒子等が挙げられる。さらに、ポリエステル製造工程中、触媒等の金属化合
物の一部を沈殿、微分散させた析出粒子を用いることもできる。
【００１８】
　使用する粒子の形状に関しても特に限定されるわけではなく、球状、塊状、棒状、扁平
状等のいずれを用いてもよい。また、その硬度、比重、色等についても特に制限はない。
これら一連の粒子は、必要に応じて２種類以上を併用してもよい。
【００１９】
　また、粒子の平均粒径は、好ましくは５μｍ以下、より好ましくは０．０１～３μｍの
範囲である。上記の範囲で用いることで、透明性と滑り性が良好なフィルムを得ることが
できる。
【００２０】
　さらにポリエステル層中の粒子含有量は、好ましくは５重量％以下、より好ましくは０
．０００３～３重量％の範囲である。粒子が無い場合、あるいは少ない場合は、フィルム
の透明性が高くなり、良好なフィルムとなるが、滑り性が不十分となる場合があるため、
塗布層中に粒子を入れることにより、滑り性を向上させる等の工夫が必要な場合がある。
また、粒子含有量が５重量％を超えて添加する場合にはフィルムの透明性が不十分な場合
がある。
【００２１】
　ポリエステル層中に粒子を添加する方法としては、特に限定されるものではなく、従来
公知の方法を採用しうる。例えば、各層を構成するポリエステルを製造する任意の段階に
おいて添加することができるが、好ましくはエステル化もしくはエステル交換反応終了後
、添加するのが良い。
【００２２】
　なお、本発明におけるポリエステルフィルム中には、上述の粒子や紫外線吸収剤以外に
、必要に応じて従来公知の酸化防止剤、帯電防止剤、熱安定剤、潤滑剤、染料、顔料等を
添加することができる。
【００２３】
　本発明におけるポリエステルフィルムの厚みは、フィルムとして製膜可能な範囲であれ
ば特に限定されるものではないが、好ましくは１０～３５０μｍ、より好ましくは１５～
３００μｍの範囲である。
【００２４】
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　次に本発明におけるポリエステルフィルムの製造例について具体的に説明するが、以下
の製造例に何ら限定されるものではない。すなわち、先に述べたポリエステル原料を乾燥
したペレットを単軸押出機を用いてダイから押し出し、溶融シートを冷却ロールで冷却固
化して未延伸シートを得る方法が挙げられる。この場合、シートの平面性を向上させるた
めシートと回転冷却ドラムとの密着性を高めることが好ましく、静電印加密着法や液体塗
布密着法が好ましく採用される。次に得られた未延伸シートは二軸方向に延伸される。そ
の場合、まず、前記の未延伸シートを一方向にロールまたはテンター方式の延伸機により
延伸する。延伸温度は、通常７０～１２０℃、好ましくは８０～１１０℃であり、延伸倍
率は通常２．５～７倍、好ましくは３．０～６倍である。次いで、一段目の延伸方向と直
交する方向に延伸するが、その場合、延伸温度は通常７０～１７０℃であり、延伸倍率は
通常３．０～７倍、好ましくは３．５～６倍である。そして、引き続き１８０～２７０℃
の温度で緊張下または３０％以内の弛緩下で熱処理を行い、二軸配向フィルムを得る。上
記の延伸においては、一方向の延伸を２段階以上で行う方法を採用することもできる。そ
の場合、最終的に二方向の延伸倍率がそれぞれ上記範囲となるように行うのが好ましい。
【００２５】
　また、本発明においては積層ポリエステルフィルムを構成するポリエステルフィルム製
造に関しては同時二軸延伸法を採用することもできる。同時二軸延伸法は、前記の未延伸
シートを通常７０～１２０℃、好ましくは８０～１１０℃で温度コントロールされた状態
で機械方向および幅方向に同時に延伸し配向させる方法であり、延伸倍率としては、面積
倍率で４～５０倍、好ましくは７～３５倍、さらに好ましくは１０～２５倍である。そし
て、引き続き、１７０～２５０℃の温度で緊張下または３０％以内の弛緩下で熱処理を行
い、延伸配向フィルムを得る。上述の延伸方式を採用する同時二軸延伸装置に関しては、
スクリュー方式、パンタグラフ方式、リニアー駆動方式等、従来公知の延伸方式を採用す
ることができる。
【００２６】
　次に本発明における積層ポリエステルフィルムを構成する塗布層の形成について説明す
る。塗布層に関しては、ポリエステルフィルムの製膜工程中にフィルム表面を処理する、
インラインコーティングにより設けられてもよく、一旦製造したフィルム上に系外で塗布
する、オフラインコーティングを採用してもよい。下記の理由より、より好ましくはイン
ラインコーティングにより形成されるものである。
【００２７】
　インラインコーティングは、ポリエステルフィルム製造の工程内でコーティングを行う
方法であり、具体的には、ポリエステルを溶融押出ししてから延伸後熱固定して巻き上げ
るまでの任意の段階でコーティングを行う方法である。通常は、溶融、急冷して得られる
未延伸シート、延伸された一軸延伸フィルム、熱固定前の二軸延伸フィルム、熱固定後で
巻上前のフィルムの何れかにコーティングする。以下に限定するものではないが、例えば
逐次二軸延伸においては、特に長手方向（縦方向）に延伸された一軸延伸フィルムにコー
ティングした後に横方向に延伸する方法が優れている。かかる方法によれば、製膜と塗布
層形成を同時に行うことができるため製造コスト上のメリットがある。また、延伸前にフ
ィルム上に塗布層を設けることにより、塗布層を基材フィルムと共に延伸することができ
、それにより塗布層を基材フィルムに強固に密着させることができる。さらに、二軸延伸
ポリエステルフィルムの製造において、クリップ等によりフィルム端部を把持しつつ延伸
することで、フィルムを縦および横方向に拘束することができ、熱固定工程において、し
わ等が入らず平面性を維持したまま高温をかけることができる。それゆえ、塗布後に施さ
れる熱処理が他の方法では達成されない高温とすることができるために、塗布層の造膜性
、表面硬度、耐摩耗性が向上し、さらに塗布層と基材フィルムをより強固に密着させるこ
とができる。
【００２８】
　本発明においては、ポリエステルフィルムの少なくとも片面に、（メタ）アクリレート
化合物、（メタ）アクリロイル基を有する反応性シリカ、およびイソシアヌレート構造を
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有する化合物を含有する塗布液から形成された塗布層を有することを必須の要件とするも
のである。
【００２９】
　本発明で塗布層の形成に使用される（メタ）アクリレート化合物とは、従来公知のもの
を用いることができ、特に限定されないが、単官能（メタ）アクリレート、二官能（メタ
）アクリレート、三官能以上の多官能（メタ）アクリレートが挙げられる。中でも、高硬
度を達成する為には、三官能以上の多官能（メタ）アクリレートが好ましい。
【００３０】
　単官能（メタ）アクリレートとしては、特に限定されるものではないが、例えばメチル
（メタ）アクリレート、n-ブチル（メタ）アクリレート、２－エチルヘキシル（メタ）ア
クリレート、ラウリル（メタ）アクリレート、ステアリル（メタ）アクリレート、シクロ
ヘキシル（メタ）アクリレート、イソボルニル（メタ）アクリレート等のアルキル（メタ
）アクリレート、ヒドロキシエチル（メタ）アクリレート、ヒドロキシプロピル（メタ）
アクリレート、ヒドロキシブチル（メタ）アクリレート等ヒドロキシアルキル（メタ）ア
クリレート、メトキシエチル（メタ）アクリート、エトキシエチル（メタ）アクリレート
、メトキシプロピル（メタ）アクリレート、エトキシプロピル（メタ）アクリレート等の
アルコキシアルキル（メタ）アクリレート、ベンジル（メタ）アクリレート、フェノキシ
エチル（メタ）アクリレート等の芳香族（メタ）アクリレート、ジアミノエチル（メタ）
アクリレート、ジエチルアミノエチル（メタ）アクリレート等のアミノ基含有（メタ）ア
クリレート、メトキシエチレングリコール（メタ）アクリレート、フェノキシポリエチレ
ングリール（メタ）アクリレート、フェニルフェノールエチレンオキサイド変性（メタ）
アクリレート等のエチレンオキサイド変性（メタ）アクリレート、グリシジル（メタ）ア
クリレート、テトラヒドロフルフリル（メタ）アクリレート、（メタ）アクリル酸等が挙
げられる。
【００３１】
　二官能（メタ）アクリレートとしては、特に限定されるものではないが、例えば１，４
－ブタンジオールジ（メタ）アクリレート、ネオペンチルグリコールジ（メタ）アクリレ
ート、１，６－ヘキサンジオールジ（メタ） アクリレート、１，９－ノナンジオールジ
（メタ）アクリレート、トリシクロデカンジメチロールジ（メタ）アクリレート等のアル
カンジオールジ（メタ）アクリレート、ビスフェノールＡエチレンオキサイド変性ジ（メ
タ）アクリレート、ビスフェノールＦエチレンオキサイド変性ジ（メタ）アクリレート等
のビスフェノール変性ジ（メタ）アクリレート、ポリエチレングリコールジ（メタ）アク
リレート、ポリプロピレングリコールジ（メタ）アクリレート、ウレタンジ（メタ）アク
リレート、エポキシジ（メタ）アクリレート等が挙げられる。
三官能以上の多官能（メタ）アクリレートとしては、特に限定されるものではないが、例
えばジペンタエリスリトールヘキサ（メタ）アクリレート、ジペンタエリスリトールペン
タ（メタ）アクリレート、ペンタエリスリトールテトラ（メタ）アクリレート、ジトリメ
チロールプロパンテトラ（メタ）アクリレート、ペンタエリスリトールトリ（メタ）アク
リレート、トリメチロールプロパントリ（メタ）アクリレート、テトラメチロールメタン
エチレンオキサイド変性テトラ（メタ）アクリレート、イソシアヌル酸エチレンオキサイ
ド変性トリ（メタ）アクリレート、ε－カプロラクトン変性トリス（アクロキシエチル）
イソシアヌレート等のイソシアヌル酸変性トリ（メタ）アクリレート、ペンタエリスリト
ールトリアクリレートヘキサメチレンジイソシアネートウレタンプレポリマー、ペンタエ
リスリトールトリアクリレートトルエンジイソシアネートウレタンプレポリマー、ジペン
タエリスリトールペンタアクリレートヘキサメチレンジイソシアネートウレタンプレポリ
マー等のウレタンアクリレート等が挙げられる。中でも塗布層の表面硬度、耐摩耗性向上
の観点から、ジペンタエリスリトールヘキサ（メタ）アクリレート、ジペンタエリスリト
ールペンタ（メタ）アクリレートが好ましい。
【００３２】
　本発明で塗布層形成に用いられる（メタ）アクリロイル基を有する反応性シリカとは、
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塗布層の硬度向上を目的として使用される。
【００３３】
　一般的に、シリカ粒子を添加すると、塗布層の透明性が低下し、添加量を制限しなけれ
ばならず、硬度向上が達成できない場合がある。そこで、（メタ）アクリロイル基を有す
る反応性シリカを用いることで、透明性を低下さることなく、塗布層の硬度向上を達成す
ることを見出した。
【００３４】
　（メタ）アクリロイル基を有する反応性シリカとは、少なくとも表面の一部に、（メタ
）アクリロイル基を有する化合物を有するシリカ粒子を表わす。
【００３５】
　シリカ粒子への（メタ）アクリロイル基を有する化合物の導入法は、従来公知の方法を
使用でき、特に限定されないが、例えば（メタ）アクリロイル基を有するシランカップリ
ング剤と、シリカ粒子表面に存在するシラノール基を反応させる方法等が挙げられる。
【００３６】
　（メタ）アクリロイル基を有する化合物とは、上述した本発明で塗布層の形成に使用さ
れる（メタ）アクリレート化合物と同様のものが挙げられる。
シリカ粒子としては、従来公知のもの使用でき、特に限定されないが、通常のコロイダル
シリカに限らず中空シリカ、多孔質シリカなどであっても構わない。平均粒径は、好まし
くは３００ｎｍ以下、より好ましくは１０～２００ｎｍ、さらに好ましくは１５～１００
ｎｍである。上記の範囲で使用することで透明性、表面硬度、耐摩耗性に優れた塗布層を
得ることができる。
【００３７】
　本発明で塗布層形成に用いられるイソシアヌレート構造を有する化合物は、塗布層とポ
リエステルフィルムとの密着性向上を目的として使用される。また、イソシアヌレート構
造を有することで、塗布層の表面硬度、耐摩耗性を大きく低下させることなく、密着性を
向上させることができる。
【００３８】
　イソシアヌレート構造を有する化合物とは、分子内にイソシアヌレート基を有する化合
物であり、従来公知のものを使用でき特に限定されないが、例えば、イソシアネート系化
合物の三量体が挙げられる。
【００３９】
　イソシアネート系化合物とは、イソシアネート、あるいはブロックイソシアネートに代
表されるイソシアネート誘導体構造を有する化合物のことである。イソシアネートとして
は、例えば、トリレンジイソシアネート、キシリレンジイソシアネート、メチレンジフェ
ニルジイソシアネート、フェニレンジイソシアネート、ナフタレンジイソシアネート等の
芳香族イソシアネート、α，α，α’，α’－テトラメチルキシリレンジイソシアネート
等の芳香環を有する脂肪族イソシアネート、メチレンジイソシアネート、プロピレンジイ
ソシアネート、リジンジイソシアネート、トリメチルヘキサメチレンジイソシアネート、
ヘキサメチレンジイソシアネート等の脂肪族イソシアネート、シクロヘキサンジイソシア
ネート、メチルシクロヘキサンジイソシアネート、イソホロンジイソシアネート、メチレ
ンビス（４－シクロヘキシルイソシアネート）、イソプロピリデンジシクロヘキシルジイ
ソシアネート等の脂環族イソシアネート等が例示される。これらのイソシアネートと、各
種ポリマーや化合物との反応物でも良い。これらは単独で用いても、複数種併用してもよ
い。上記イソシアネートの中でも、紫外線による黄変を避けるために、芳香族イソシアネ
ートよりも脂肪族イソシアネートまたは脂環族イソシアネートがより好ましい。
【００４０】
　ブロックイソシアネートの状態で使用する場合、そのブロック剤としては、例えばマロ
ン酸ジメチル、マロン酸ジエチル、イソブタノイル酢酸メチル、イソブタノイル酢酸エチ
ル、アセト酢酸メチル、アセト酢酸エチル、アセチルアセトンなどの活性メチレン系化合
物、重亜硫酸塩類、フェノール、クレゾール、エチルフェノールなどのフェノール系化合
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物、プロピレングリコールモノメチルエーテル、エチレングリコール、ベンジルアルコー
ル、メタノール、エタノールなどのアルコール系化合物、ブチルメルカプタン、ドデシル
メルカプタンなどのメルカプタン系化合物、ε‐カプロラクタム、δ‐バレロラクタムな
どのラクタム系化合物、ジフェニルアニリン、アニリン、エチレンイミンなどのアミン系
化合物、アセトアニリド、酢酸アミドの酸アミド化合物、ホルムアルデヒド、アセトアル
ドオキシム、アセトンオキシム、メチルエチルケトンオキシム、シクロヘキサノンオキシ
ムなどのオキシム系化合物が挙げられ、これらは単独でも２種以上の併用であってもよい
。中でも、ポリエステルフィルムとの密着性向上の観点から、活性メチレン系化合物が好
ましい。
【００４１】
　活性メチレン系ブロック剤としては、例えば、イソブタノイル酢酸エステル、ｎ－プロ
パノイル酢酸エステル、ｎ－ブタノイル酢酸エステル、ｎ－ペンタノイル酢酸エステル、
ｎ－ヘキサノイル酢酸エステル、２－エチルヘプタノイル酢酸エステル、マロン酸エステ
ル、アセト酢酸エステル、アセチルアセトン等を挙げることができる。その中でも、低温
硬化性および水存在下の貯蔵安定性に優れるという点で、イソブタノイル酢酸エステル、
ｎ－プロパノイル酢酸エステル、ｎ－ブタノイル酢酸エステル、ｎ－ペンタノイル酢酸エ
ステル、ｎ－ヘキサノイル酢酸エステル、２－エチルヘプタノイル酢酸エステルが好まし
く、より好ましくは、イソブタノイル酢酸エステル、ｎ－プロパノイル酢酸エステル、ｎ
－ペンタノイル酢酸エステルであり、さらに好ましくは、イソブタノイル酢酸エステルで
ある。より具体的には、イソブタノイル酢酸エステルとしては、例えば、イソブタノイル
酢酸メチル、イソブタノイル酢酸エチル、イソブタノイル酢酸ｎ－プロピル、イソブタノ
イル酢酸イソプロピル、イソブタノイル酢酸ｎ－ブチル、イソブタノイル酢酸イソブチル
、イソブタノイル酢酸ｔ－ブチル、イソブタノイル酢酸ｎ－ペンチル、イソブタノイル酢
酸ｎ－ヘキシル、イソブタノイル酢酸２－エチルヘキシル、イソブタノイル酢酸フェニル
、イソブタノイル酢酸ベンジル等が挙げられる。その中でも、イソブタノイル酢酸メチル
、イソブタノイル酢酸エチルが好ましい。ｎ－プロパノイル酢酸エステルとしては、例え
ば、ｎ－プロパノイル酢酸メチル、ｎ－プロパノイル酢酸エチル、ｎ－プロパノイル酢酸
イソプロピル、ｎ－プロパノイル酢酸ｎ－ブチル、ｎ－プロパノイル酢酸ｔ－ブチル等が
挙げられる。その中でも、ｎ－プロパノイル酢酸メチル、ｎ－プロパノイル酢酸エチルが
好ましい。ｎ－ペンタノイル酢酸エステルとしては、例えば、ｎ－ペンタノイル酢酸メチ
ル、ｎ－ペンタノイル酢酸エチル、ｎ－ペンタノイル酢酸イソプロピル、ｎ－ペンタノイ
ル酢酸ｎ－ブチル、ｎ－ペンタノイル酢酸ｔ－ブチル等が挙げられる。その中でも、ｎ－
ペンタノイル酢酸メチル、ｎ－ペンタノイル酢酸エチルが好ましい。
【００４２】
　また、本発明におけるイソシアネート系化合物は単体で用いてもよいし、各種ポリマー
との混合物や結合物として用いてもよい。イソシアネート系化合物の分散性や架橋性を向
上させるという意味において、ポリエステル樹脂やポリウレタン樹脂との混合物や結合物
を使用することが好ましい。
【００４３】
　イソシアヌレート構造を有する化合物に対するイソシアヌレート構造の割合は、好まし
くは３．０重量％以上、より好ましくは４．５重量％以上、さらに好ましくは５．５重量
％以上であり、その上限は２０重量％である。上記の範囲で使用することで表面硬度、耐
摩耗性、ポリエステルフィルムとの密着性に優れた塗布層を得ることができる。
【００４４】
　本発明のフィルムにおける塗布層形成には、塗布外観、透明性や密着性の向上等のため
に各種のポリマーを併用することも可能である。但し、ポリマーの配合量が多すぎると、
塗布層の表面硬度、耐摩耗性が低下する場合がある。
【００４５】
　ポリマーの具体例としては、アクリル樹脂、ポリウレタン樹脂、ポリエステル樹脂、ポ
リビニル（ポリビニルアルコール等）、ポリアルキレングリコール、ポリアルキレンイミ
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ン、メチルセルロース、ヒドロキシセルロース、でんぷん類等が挙げられる。その中でも
、透明性向上の観点からアクリル樹脂が好ましい。
【００４６】
　アクリル樹脂とは、アクリル系、メタアクリル系のモノマーを含む重合性モノマーから
なる重合体である。これらは、単独重合体あるいは共重合体、さらにはアクリル系、メタ
アクリル系のモノマー以外の重合性モノマーとの共重合体、いずれでも差し支えない。ま
た、それら重合体と他のポリマー（例えばポリエステル、ポリウレタン等）との共重合体
も含まれる。例えば、ブロック共重合体、グラフト共重合体である。あるいは、ポリエス
テル溶液、またはポリエステル分散液中で重合性モノマーを重合して得られたポリマー（
場合によってはポリマーの混合物）も含まれる。同様にポリウレタン溶液、ポリウレタン
分散液中で重合性モノマーを重合して得られたポリマー(場合によってはポリマーの混合
物）も含まれる。同様にして他のポリマー溶液、または分散液中で重合性モノマーを重合
して得られたポリマー（場合によってはポリマー混合物）も含まれる。また、密着性をよ
り向上させるために、ヒドロキシル基、アミノ基を含有することも可能である。
【００４７】
　上記重合性モノマーとしては、特に限定はしないが、特に代表的な化合物としては、例
えば、アクリル酸、メタクリル酸、クロトン酸、イタコン酸、フマル酸、マレイン酸、シ
トラコン酸のような各種カルボキシル基含有モノマー類、およびそれらの塩；２－ヒドロ
キシエチル（メタ）アクリレート、２－ヒドロキシプロピル（メタ）アクリレート、４－
ヒドロキシブチル（メタ）アクリレート、モノブチルヒドロキルフマレート、モノブチル
ヒドロキシイタコネートのような各種の水酸基含有モノマー類；メチル（メタ）アクリレ
ート、エチル（メタ）アクリレート、プロピル（メタ）アクリレート、ブチル（メタ）ア
クリレート、ラウリル（メタ）アクリレートのような各種の（メタ）アクリル酸エステル
類；（メタ）アクリルアミド、ジアセトンアクリルアミド、Ｎ－メチロールアクリルアミ
ドまたは（メタ）アクリロニトリル等のような種々の窒素含有化合物；スチレン、α－メ
チルスチレン、ジビニルベンゼン、ビニルトルエンのような各種スチレン誘導体、プロピ
オン酸ビニルのような各種のビニルエステル類；γ－メタクリロキシプロピルトリメトキ
シシラン、ビニルトリメトキシシラン等のような種々の珪素含有重合性モノマー類；燐含
有ビニル系モノマー類；塩化ビニル、塩化ビリデンのような各種のハロゲン化ビニル類；
ブタジエンのような各種共役ジエン類が挙げられる。
【００４８】
　ポリウレタン樹脂とは、ウレタン結合を分子内に有する高分子化合物のことであり、通
常ポリオールとイソシアネートの反応により作成される。ポリオールとしては、ポリエス
テルポリオール類、ポリカーボネートポリオール類、ポリエーテルポリオール類、ポリオ
レフィンポリオール類、アクリルポリオール類が挙げられ、これらの化合物は単独で用い
ても、複数種用いてもよい。
【００４９】
　ポリエステルポリオール類としては、多価カルボン酸（マロン酸、コハク酸、グルタル
酸、アジピン酸、ピメリン酸、スベリン酸、セバシン酸、フマル酸、マレイン酸、テレフ
タル酸、イソフタル酸等）またはそれらの酸無水物と多価アルコール（エチレングリコー
ル、ジエチレングリコール、トリエチレングリコール、プロピレングリコール、ジプロピ
レングリコール、トリプロピレングリコール、ブタンジオール、１，３－ブタンジオール
、１，４－ブタンジオール、２，３－ブタンジオール、２－メチル－１，３－プロパンジ
オール、１，５－ペンタンジオール、ネオペンチルグリコール、１，６－ヘキサンジオー
ル、３－メチル－１，５－ペンタンジオール、２－メチル－２，４－ペンタンジオール、
２－メチル－２－プロピル－１，３－プロパンジオール、１，８－オクタンジオール、２
，２，４－トリメチル－１，３－ペンタンジオール、２－エチル－１，３－ヘキサンジオ
ール、２，５－ジメチル－２，５－ヘキサンジオール、１，９－ノナンジオール、２－メ
チル－１，８－オクタンジオール、２－ブチル－２－エチル－１，３－プロパンジオール
、２－ブチル－２－ヘキシル－１，３－プロパンジオール、シクロヘキサンジオール、ビ
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スヒドロキシメチルシクロヘキサン、ジメタノールベンゼン、ビスヒドロキシエトキシベ
ンゼン、アルキルジアルカノールアミン、ラクトンジオール等）の反応から得られるもの
、ポリカプロラクトン等のラクトン化合物の誘導体ユニットを有するもの等が挙げられる
。
【００５０】
　ポリカーボネートポリオール類は、多価アルコール類とカーボネート化合物とから、脱
アルコール反応によって得られる。多価アルコール類としては、エチレングリコール、１
，２－プロピレングリコール、１，３－プロピレングリコール、１，２－ブタンジオール
、１，３－ブタンジオール、１，４－ブタンジオール、１，５－ペンタンジオール、１，
６－ヘキサンジオール、１，４－シクロヘキサンジオール、１，４－シクロヘキサンジメ
タノール、１，７－ヘプタンジオール、１，８－オクタンジオール、１，９－ノナンジオ
ール、１，１０－デカンジオール、ネオペンチルグリコール、３－メチル－１，５－ペン
タンジオール、３，３－ジメチロールヘプタン等が挙げられる。カーボネート化合物とし
ては、ジメチルカーボネート、ジエチルカーボネート、ジフェニルカーボネート、エチレ
ンカーボネート等が挙げられ、これらの反応から得られるポリカーボネート系ポリオール
類としては、例えば、ポリ（１，６－ヘキシレン）カーボネート、ポリ（３－メチル－１
，５－ペンチレン）カーボネート等が挙げられる。
【００５１】
　ポリエーテルポリオール類としては、ポリエチレングリコール、ポリプロピレングリコ
ール、ポリエチレンプロピレングリコール、ポリテトラメチレンエーテルグリコール、ポ
リヘキサメチレンエーテルグリコール等が挙げられる。
【００５２】
　ポリウレタン樹脂を得るために使用されるイソシアネート系化合物としては、上述した
イソシアネート系化合物と同様のものが挙げられる。
【００５３】
　ポリウレタン樹脂を合成する際に鎖延長剤を使用しても良く、鎖延長剤としては、イソ
シアネート基と反応する活性基を２個以上有するものであれば特に制限はなく、一般的に
は、水酸基またはアミノ基を２個有する鎖延長剤を主に用いることができる。
【００５４】
　水酸基を２個有する鎖延長剤としては、例えば、エチレングリコール、プロピレングリ
コール、ブタンジオール等の脂肪族グリコール、キシリレングリコール、ビスヒドロキシ
エトキシベンゼン等の芳香族グリコール、ネオペンチルグリコールヒドロキシピバレート
等のエステルグリコールといったグリコール類を挙げることができる。また、アミノ基を
２個有する鎖延長剤としては、例えば、トリレンジアミン、キシリレンジアミン、ジフェ
ニルメタンジアミン等の芳香族ジアミン、エチレンジアミン、プロピレンジアミン、ヘキ
サンジアミン、２，２－ジメチル－１，３－プロパンジアミン、２－メチル－１，５－ペ
ンタンジアミン、トリメチルヘキサンジアミン、２－ブチル－２－エチル－１，５－ペン
タンジアミン、１ ，８－オクタンジアミン、１ ，９－ノナンジアミン、１ ，１０－デ
カンジアミン等の脂肪族ジアミン、１－アミノ－３－アミノメチル－３，５，５－トリメ
チルシクロヘキサン、ジシクロヘキシルメタンジアミン、イソプロピリデンシクロヘキシ
ル－４，４’－ジアミン、１，４－ジアミノシクロヘキサン、１ ，３－ビスアミノメチ
ルシクロヘキサン等の脂環族ジアミン等が挙げられる。
【００５５】
　また、本発明のフィルムにおける塗布層形成には、塗布外観、透明性や塗布層の強度向
上等のために、架橋剤を併用することも可能である。
【００５６】
　架橋剤としては、例えば、メラミン化合物、イソシアネート系化合物、オキサゾリン化
合物、カルボジイミド系化合物、エポキシ化合物、シランカップリング化合物等が挙げら
れる。上記架橋剤の中でも、ポリエステルフィルムとの密着性向上の観点から、メラミン
化合物が好ましい。
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【００５７】
　メラミン化合物とは、化合物中にメラミン骨格を有する化合物のことであり、例えば、
アルキロール化メラミン誘導体、アルキロール化メラミン誘導体にアルコールを反応させ
て部分的あるいは完全にエーテル化した化合物、およびこれらの混合物を用いることがで
きる。エーテル化に用いるアルコールとしては、メチルアルコール、エチルアルコール、
イソプロピルアルコール、ｎ－ブタノール、イソブタノール等が好適に用いられる。また
、メラミン化合物としては、単量体、あるいは２量体以上の多量体のいずれであってもよ
く、あるいはこれらの混合物を用いてもよい。さらに、メラミンの一部に尿素等を共縮合
したものも使用できるし、メラミン化合物の反応性を上げるために触媒を使用することも
可能である。
【００５８】
　イソシアネート系化合物としては、上述したイソシアネート系化合物と同様のものが挙
げられる。
【００５９】
　オキサゾリン化合物とは、分子内にオキサゾリン基を有する化合物であり、特にオキサ
ゾリン基を含有する重合体が好ましく、付加重合性オキサゾリン基含有モノマー単独もし
くは他のモノマーとの重合によって作成できる。付加重合性オキサゾリン基含有モノマー
は、２－ビニル－２－オキサゾリン、２－ビニル－４－メチル－２－オキサゾリン、２－
ビニル－５－メチル－２－オキサゾリン、２－イソプロペニル－２－オキサゾリン、２－
イソプロペニル－４－メチル－２－オキサゾリン、２－イソプロペニル－５－エチル－２
－オキサゾリン等を挙げることができ、これらの１種または２種以上の混合物を使用する
ことができる。これらの中でも２－イソプロペニル－２－オキサゾリンが工業的にも入手
しやすく好適である。他のモノマーは、付加重合性オキサゾリン基含有モノマーと共重合
可能なモノマーであれば制限なく、例えばアルキル（メタ）アクリレート（アルキル基と
しては、メチル基、エチル基、ｎ－プロピル基、イソプロピル基、ｎ－ブチル基、イソブ
チル基、ｔ－ブチル基、２－エチルヘキシル基、シクロヘキシル基）等の（メタ）アクリ
ル酸エステル類；アクリル酸、メタクリル酸、イタコン酸、マレイン酸、フマル酸、クロ
トン酸、スチレンスルホン酸およびその塩（ナトリウム塩、カリウム塩、アンモニウム塩
、第三級アミン塩等）等の不飽和カルボン酸類；アクリロニトリル、メタクリロニトリル
等の不飽和ニトリル類；（メタ）アクリルアミド、Ｎ－アルキル（メタ）アクリルアミド
、Ｎ，Ｎ－ジアルキル（メタ）アクリルアミド、（アルキル基としては、メチル基、エチ
ル基、ｎ－プロピル基、イソプロピル基、ｎ－ブチル基、イソブチル基、ｔ－ブチル基、
２－エチルヘキシル基、シクロヘキシル基等）等の不飽和アミド類；酢酸ビニル、プロピ
オン酸ビニル等のビニルエステル類；メチルビニルエーテル、エチルビニルエーテル等の
ビニルエーテル類；エチレン、プロピレン等のα－オレフィン類；塩化ビニル、塩化ビニ
リデン、フッ化ビニル等の含ハロゲンα，β－不飽和モノマー類；スチレン、α－メチル
スチレン、等のα，β－不飽和芳香族モノマー等を挙げることができ、これらの１種また
は２種以上のモノマーを使用することができる。
【００６０】
　カルボジイミド系化合物とは、カルボジイミド構造を有する化合物のことであり、分子
内にカルボジイミド構造を１つ以上有する化合物であるが、より良好な密着性等のために
、分子内に２つ以上有するポリカルボジイミド系化合物がより好ましい。
【００６１】
　カルボジイミド系化合物は従来公知の技術で合成することができ、一般的にはジイソシ
アネート化合物の縮合反応が用いられる。ジイソシアネート化合物としては、特に限定さ
れるものではなく、芳香族系、脂肪族系いずれも使用することができ、具体的には、トリ
レンジイソシアネート、キシレンジイソシアネート、ジフェニルメタンジイソシアネート
、フェニレンジイソシアネート、ナフタレンジイソシアネート、ヘキサメチレンジイソシ
アネート、トリメチルヘキサメチレンジイソシアネート、シクロヘキサンジイソシアネー
ト、メチルシクロヘキサンジイソシアネート、イソホロンジイソシアネート、ジシクロヘ
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キシルジイソシアネート、ジシクロヘキシルメタンジイソシアネートなどが挙げられる。
【００６２】
　さらに本発明の効果を消失させない範囲において、ポリカルボジイミド系化合物の水溶
性や水分散性を向上するために、界面活性剤を添加することや、ポリアルキレンオキシド
、ジアルキルアミノアルコールの四級アンモニウム塩、ヒドロキシアルキルスルホン酸塩
などを添加して用いてもよい。
【００６３】
　カルボジイミド系化合物に含有されるカルボジイミド基の含有量は、カルボジイミド当
量（カルボジイミド基１ｍｏｌを与えるためのカルボジイミド化合物の重さ［ｇ］）で、
通常１００～１０００、好ましくは２５０～８００、より好ましくは３００～７００、さ
らに好ましくは３５０～６５０の範囲である。
【００６４】
　エポキシ化合物としては、例えば、分子内にエポキシ基を含む化合物、そのプレポリマ
ーおよび硬化物が挙げられる。例えば、エピクロロヒドリンとエチレングリコール、ポリ
エチレングリコール、グリセリン、ポリグリセリン、ビスフェノールＡ等の水酸基やアミ
ノ基との縮合物が挙げられ、ポリエポキシ化合物、ジエポキシ化合物、モノエポキシ化合
物、グリシジルアミン化合物等がある。ポリエポキシ化合物としては、例えば、ソルビト
ールポリグリシジルエーテル、ポリグリセロールポリグリシジルエーテル、ペンタエリス
リトールポリグリシジルエーテル、ジグリセロールポリグリシジルエーテル、トリグリシ
ジルトリス（２－ヒドロキシエチル）イソシアネート、グリセロールポリグリシジルエー
テル、トリメチロールプロパンポリグリシジルエーテル、ジエポキシ化合物としては、例
えば、ネオペンチルグリコールジグリシジルエーテル、１，６－ヘキサンジオールジグリ
シジルエーテル、レゾルシンジグリシジルエーテル、エチレングリコールジグリシジルエ
ーテル、ポリエチレングリコールジグリシジルエーテル、プロピレングリコールジグリシ
ジルエーテル、ポリプロピレングリコールジグリシジルエーテル、ポリテトラメチレング
リコールジグリシジルエーテル、モノエポキシ化合物としては、例えば、アリルグリシジ
ルエーテル、２－エチルヘキシルグリシジルエーテル、フェニルグリシジルエーテル、グ
リシジルアミン化合物としてはＮ，Ｎ，Ｎ’，Ｎ’，－テトラグリシジル－ｍ－キシリレ
ンジアミン、１，３－ビス（Ｎ，Ｎ－ジグリシジルアミノ）シクロヘキサン等が挙げられ
る。
【００６５】
　なお、これら架橋剤は、乾燥過程や、製膜過程において、反応させて塗布層の性能を向
上させる設計で用いている。できあがった塗布層中には、これら架橋剤の未反応物、反応
後の化合物、あるいはそれらの混合物が存在しているものと推測できる。
また、滑り性やブロッキングを改良するために、塗布層の形成に（メタ）アクリロイル基
を有する反応性シリカ以外の粒子を併用することもできる。
粒子の平均粒径はフィルムの透明性の観点から好ましくは１．０μｍ以下の範囲であり、
より好ましくは０．５μｍ以下、さらに好ましくは０．２μｍ以下の範囲である。
【００６６】
　使用する粒子としては、例えば、シリカ、アルミナ、酸化金属等の無機粒子、あるいは
架橋高分子粒子等の有機粒子等を挙げることができる。
【００６７】
　さらに本発明の主旨を損なわない範囲において、塗布層の形成には必要に応じて消泡剤
、塗布性改良剤、増粘剤、有機系潤滑剤、帯電防止剤、紫外線吸収剤、酸化防止剤、発泡
剤、染料、顔料等を併用してもよい。
【００６８】
　本発明のフィルムにおける塗布層を形成する塗布液中の全不揮発成分に対する割合とし
て、（メタ）アクリレート化合物は、好ましくは１０～９５重量％、より好ましくは３０
～９０重量％、さらに好ましくは４０～８０重量％の範囲である。上記の範囲を外れる場
合は、表面硬度や耐摩耗性が十分でない場合がある。
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【００６９】
　本発明のフィルムにおける塗布層を形成する塗布液中の全不揮発成分に対する割合とし
て、（メタ）アクリロイル基を有する反応性シリカは、好ましくは１～６０重量％、より
好ましくは５～４５％、さらに好ましくは、１０～４０％の範囲であることがさらに好ま
しい。上記の範囲を外れる場合は、ポリエステルフィルムとの密着性や表面硬度、耐摩耗
性が十分でない場合がある。
【００７０】
　本発明のフィルムにおける塗布層を形成する塗布液中の全不揮発成分に対する割合とし
て、イソシアヌレート構造を有する化合物は、好ましくは１～６０重量％、より好ましく
は５～４０重量％、さらに好ましくは１０～２５重量％である。上記の範囲を外れる場合
は、ポリエステルフィルムとの密着性や表面硬度、耐摩耗性が十分でない場合がある。
【００７１】
　本発明のフィルムにおける塗布層を形成する塗布液中の全不揮発成分に対する割合とし
て、イソシアヌレート構造を有する化合物のイソシアヌレート構造は、好ましくは０．２
～１２重量％、より好ましくは０．３～８重量％、さらに好ましくは０．５～５重量％の
範囲である。上記の範囲を外れる場合は、ポリエステルフィルムとの密着性や表面硬度、
耐摩耗性が十分でない場合がある。
【００７２】
　本発明のポリエステルフィルムにおいて、上述した塗布層を設けた面と反対側の面にも
塗布層を設けることも可能である。例えば、ポリエステル樹脂、アクリル樹脂、ポリウレ
タン樹脂等のポリマー、オキサゾリン化合物、エポキシ化合物、メラミン化合物、イソシ
アネート系化合物、カルボジイミド系化合物等の架橋剤等が挙げられ、これらの材料を単
独で用いてもよいし、複数種を併用して用いてもよい。また、上述してきたような（メタ
）アクリレート化合物、（メタ）アクリロイル基を有する反応性シリカおよびイソシアヌ
レート構造を有する化合物を含有する塗布液から形成された塗布層（ポリエステルフィル
ムに両面同一の塗布層）であってもよい。
【００７３】
　塗布層中の成分の分析は、例えば、ＴＯＦ－ＳＩＭＳ、ＥＳＣＡ、蛍光Ｘ線等の分析に
よって行うことができる。
【００７４】
　インラインコーティングによって塗布層を設ける場合は、上述の一連の化合物を水溶液
または水分散体として、固形分濃度が０．１～５０重量％程度を目安に調整した塗布液を
ポリエステルフィルム上に塗布する要領にて積層ポリエステルフィルムを製造するのが好
ましい。また、本発明の主旨を損なわない範囲において、水への分散性改良、造膜性改良
等を目的として、塗布液中には有機溶剤を含有していてもよい。有機溶剤は１種類のみで
もよく、適宜、２種類以上を使用してもよい。
【００７５】
　本発明における積層ポリエステルフィルムに関して、ポリエステルフィルム上に設けら
れる塗布層の膜厚は、通常０．１～１０μｍ、好ましくは０．６～３．０μｍ、より好ま
しくは０．８～２．０μｍの範囲である。上記の範囲で使用することで表面硬度、耐摩耗
性、ポリエステルフィルムとの密着性に優れた塗布層を得ることができる。
【００７６】
　本発明における積層ポリエステルフィルムに関して、塗布層のヘーズは好ましくは１．
０％以下、より好ましくは０．５％以下、さらに好ましくは０．３％以下である。上記範
囲で用いることで、各種用途に好適に用いることができる。また、塗布層のヘーズは、下
記式より求めた。
【００７７】
　塗布層のヘーズ＝（塗布層を設けたポリエステルフィルムのヘーズ）－（塗布層を設け
ていないポリエステルフィルムのヘーズ）
【００７８】
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　本発明の塗布層を形成する方法としては、例えば、グラビアコート、リバースロールコ
ート、ダイコート、エアドクターコート、ブレードコート、ロッドコート、バーコート、
カーテンコート、ナイフコート、トランスファロールコート、スクイズコート、含浸コー
ト、キスコート、スプレーコート、カレンダコート、押出コート等、従来公知の塗工方式
を用いることができる。
【００７９】
　本発明において、ポリエステルフィルム上に塗布層を形成する際の乾燥および硬化条件
に関しては特に限定されるわけではなく、例えば、オフラインコーティングにより塗布層
を設ける場合、通常、８０～２００℃で３～４０秒間、好ましくは１００～１８０℃で３
～４０秒間を目安として熱処理を行うのが良い。
【００８０】
　インラインコーティングにより塗布層を設ける場合、上述の通り、長手方向（縦方向）
に延伸された一軸延伸フィルムにコーティングした後に横方向に延伸する方法が優れてい
る。その場合は、好ましくは６０～１５０℃、さらに好ましくは７０～１３０℃、より好
ましくは７５℃～１２０℃で予熱、乾燥処理し、好ましくは７０～１７０℃、より好まし
くは８０～１６０℃、さらに好ましくは９０～１４０℃で延伸した後、好ましくは１８０
～２７０℃、より好ましくは１９０～２６０℃、さらに好ましくは２００～２５０℃で熱
処理を行うのが良い。上記範囲で製膜、塗布層形成を行うことで、機械的特性が優れたポ
リエステルフィルムを得られると同時に、表面硬度、耐摩耗性、ポリエステルフィルムと
の密着性に優れた塗布層を得ることができる。
【００８１】
　また、本発明における積層ポリエステルフィルムを構成するポリエステルフィルムには
あらかじめ、コロナ処理、プラズマ処理等の表面処理を施してもよい。
【実施例】
【００８２】
　以下、本発明を実施例によりさらに詳細に説明するが、本発明はその要旨を越えない限
り、以下の実施例に限定されるものではない。また、本発明で用いた測定法および評価方
法は次のとおりである。
【００８３】
（１）ポリエステルの極限粘度の測定方法
　ポリエステルに非相溶な他のポリマー成分および顔料を除去したポリエステル１ｇを精
秤し、フェノール／テトラクロロエタン＝５０／５０（重量比）の混合溶媒１００ｍｌを
加えて溶解させ、３０℃で測定した。
【００８４】
（２）平均粒径の測定方法
　ＴＥＭ（株式会社日立ハイテクノロジーズ製　Ｈ－７６５０、加速電圧１００ｋＶ）を
使用して塗布層を観察し、粒子１０個の粒径の平均値を平均粒径とした。
【００８５】
（３）イソシアヌレート構造を有する化合物のイソシアヌレート構造の重量
　１ＨＮＭＲと１３ＣＮＭＲの各ピークを帰属し、計算により求めた。ＮＭＲ測定は化合
物を減圧乾燥後、ＮＭＲ（Ｂｒｕｋｅｒ　Ｂｉｏｓｐｉｎ社製　ＡＶＡＮＣＥIII６００
）を用いて測定、または下記式より求めた。
イソシアヌレート構造を有する化合物中のイソシアヌレート基の重量/イソシアヌレート
構造を有する化合物の重量×１００（％）
【００８６】
（４）塗布層の膜厚測定方法
　積層ポリエステルフィルムをエポキシ樹脂中に包埋し、超薄切片法により塗布層の厚さ
方向に切断した。塗布層断面をＳＥＭ（株式会社日立ハイテクノロジーズ製　Ｓ－４３０
０Ｎ、加速電圧１５ｋＶ）を用いて測定し、１０箇所の平均値を塗布層の膜厚とした。
【００８７】
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（５）密着性の測定方法
　積層ポリエステルフィルムの塗布層にカッターナイフで５ｍｍ間隔にキズをつけ、２４
ｍｍ幅のテープ（ニチバン株式会社製セロテープ（登録商標）ＣＴ－２４）を貼り付け、
１８０度の剥離角度で急激にはがした（密着性１）。８０℃×９０％ＲＨ条件下で４８時
間処理した積層ポリエステルフィルムを同様に評価した（密着性２）。剥離面を観察し、
剥離面積が５％以下ならば◎、５％を超え１０％以下ならば○、１０％を超え２５％以下
なら△、２５％を超えるならば×とした。
【００８８】
（６）鉛筆硬度の測定方法
　荷重を５００ｇにする以外はＪＩＳ　Ｋ５６００－５－４に準拠して測定した。
鉛筆硬度F以上が実用上好ましい範囲である。
【００８９】
（７）耐摩耗性
　学振型摩擦堅牢度試験機（ＡＢ－３０１、テスター産業株式会社製）を用いて試験荷重
２００ｇ、スチールウール＃００００でフィルム表面を摩擦し（１０往復）、傷が無けれ
ば◎、1本～５本ならば○、６本以上ならば×とし、○以上であれば実用上好ましい範囲
である。
【００９０】
（８）透明性
　ヘーズメーター（ＨＭ－１５０、株式会社村上色彩技術研究所製）を使用して、ＪＩＳ
　Ｋ　７１３６に準拠してヘーズを測定した。透明性を判断する場合、下記で表されるヘ
ーズ差が０．３％以下であれば実用上問題無い範囲である。
　ヘーズ差＝（塗布層を設けたポリエステルフィルムのヘーズ）－（塗布層を設けていな
いポリエステルフィルムのヘーズ）
【００９１】
　実施例および比較例において使用したポリエステルは、以下のようにして準備したもの
である。
＜ポリエステル（Ａ）の製造方法＞
　テレフタル酸ジメチル１００重量部、エチレングリコール６０重量部、エチルアシッド
フォスフェートを生成ポリエステルに対して３０ｐｐｍ、触媒として酢酸マグネシウム・
四水和物を生成ポリエステルに対して１００ｐｐｍを窒素雰囲気下、２６０℃でエステル
化反応をさせた。引き続いて、テトラブチルチタネートを生成ポリエステルに対して５０
ｐｐｍ添加し、２時間３０分かけて２８０℃まで昇温すると共に、絶対圧力０．３ｋＰａ
まで減圧し、さらに８０分、溶融重縮合させ、極限粘度０．６３のポリエステル（Ａ）を
得た。
【００９２】
＜ポリエステル（Ｂ）の製造方法＞
　テレフタル酸ジメチル１００重量部、エチレングリコール６０重量部、触媒として酢酸
マグネシウム・四水和物を生成ポリエステルに対して９００ｐｐｍを窒素雰囲気下、２２
５℃でエステル化反応をさせた。引き続いて、正リン酸を生成ポリエステルに対して３５
００ｐｐｍ、二酸化ゲルマニウムを生成ポリエステルに対して７０ｐｐｍ添加し、２時間
３０分かけて２８０℃まで昇温すると共に、絶対圧力０．４ｋＰａまで減圧し、さらに８
５分、溶融重縮合させ、極限粘度０．６４のポリエステル（Ｂ）を得た。
【００９３】
＜ポリエステル（Ｃ）の製造方法＞
　ポリエステル（Ａ）の製造方法において、溶融重合前に平均粒径２μｍのシリカ粒子を
０．３重量部添加する以外はポリエステル（Ａ）の製造方法と同様の方法を用いてポリエ
ステル（C）を得た。
【００９４】
　塗布層を構成する化合物例は以下のとおりである。
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（化合物例）
・（メタ）アクリレート化合物：（I）
　ジペンタエリスリトールペンタアクリレート３０重量％およびジペンタエリスリトール
ヘキサアクリレート７０重量％の混合物１００部、ポリアルキレンオキサイド系界面活性
剤５部、イオン交換水２３０部を混合して撹拌した後、超音波分散機と高圧ホモジナイザ
ーで処理をした水分散体
・（メタ）アクリロイル基を有する反応性シリカ粒子：（II）
表面を３－メタクリロキシプロピルトリメトキシシランで変性した平均粒径３０ｎｍのコ
ロイダルシリカ
【００９５】
・イソシアヌレート構造を有する化合物：（IIIA）
　ヘキサメチレンジイソシアネート１０００重量部を６０℃で攪拌し、触媒としてテトラ
メチルアンモニウム・カプリエート０．１重量部を加えた。４時間後、リン酸０．２重量
部を添加して反応を停止させ、イソシアヌレート型ポリイソシアネート組成物を得た。得
られたイソシアヌレート型ポリイソシアネート組成物１００重量部、数平均分子量４００
メトキシポリエチレングリコール４２．３重量部、プロピレングリコールモノメチルエー
テルアセテート２９．５重量部を仕込み、８０℃で７時間保持した。その後反応液温度を
６０℃に保持し、イソブタノイル酢酸メチル３５．８重量部、マロン酸ジエチル３２．２
重量部、ナトリウムメトキシドの２８％メタノール溶液０．８８重量部を添加し、４時間
保持した。ｎ－ブタノール５８．９重量部を添加し、反応液温度８０℃で２時間保持し、
その後、２－エチルヘキシルアシッドホスフェート０．８６重量部を添加して得られたブ
ロックポリイソシアネートであり、イソシアネート構造含有量が６．２重量％のもの
【００９６】
・イソシアヌレート構造を有する化合物：（IIIB）
　ヘキサメチレンジイソシアネート１０００重量部を６０℃で攪拌し、触媒としてテトラ
メチルアンモニウム・カプリエート０．１重量部を加えた。４時間後、リン酸０．２重量
部を添加して反応を停止させ、イソシアヌレート型ポリイソシアネート組成物を得た。得
られたイソシアヌレート型ポリイソシアネート組成物１００重量部、数平均分子量２００
のメトキシポリエチレングリコール４２．３重量部、プロピレングリコールモノメチルエ
ーテルアセテート２９．５重量部を仕込み、８０℃で７時間保持した。その後反応液温度
を６０℃に保持し、イソブタノイル酢酸メチル３５．８重量部、マロン酸ジエチル３２．
２重量部、ナトリウムメトキシドの２８％メタノール溶液０．８８重量部を添加し、４時
間保持した。ｎ－ブタノール５８．９重量部を添加し、反応液温度８０℃で２時間保持し
、その後、２－エチルヘキシルアシッドホスフェート０．８６重量部を添加して得られた
ブロックポリイソシアネートであり、イソシアネート構造含有量が６．９重量％のもの
【００９７】
・イソシアヌレート構造を有する化合物：（IIIC）
　ヘキサメチレンジイソシアネート１０００重量部を６０℃で攪拌し、触媒としてテトラ
メチルアンモニウム・カプリエート０．１重量部を加えた。４時間後、リン酸０．２重量
部を添加して反応を停止させ、イソシアヌレート型ポリイソシアネート組成物を得た。得
られたイソシアヌレート型ポリイソシアネート組成物１００重量部、数平均分子量１００
０のメトキシポリエチレングリコール４２．３重量部、プロピレングリコールモノメチル
エーテルアセテート２９．５重量部を仕込み、８０℃で７時間保持した。その後反応液温
度を６０℃に保持し、イソブタノイル酢酸メチル３５．８重量部、マロン酸ジエチル３２
．２重量部、ナトリウムメトキシドの２８％メタノール溶液０．８８重量部を添加し、４
時間保持した。ｎ－ブタノール５８．９重量部を添加し、反応液温度８０℃で２時間保持
し、その後、２－エチルヘキシルアシッドホスフェート０．８６重量部を添加して得られ
たブロックポリイソシアネートであり、イソシアネート構造含有量が４．７重量％のもの
【００９８】
・反応性基を有さないシリカ粒子：（IV）
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　平均粒径３０ｎｍのコロイダルシリカ
【００９９】
・イソシアヌレート構造を有さないイソシアネート系化合物：（VA）
　トリレンジイソシアネートのトリメチロールプロパン付加体（トリレンジイソシアネー
ト：トリメチロールプロパン＝３：１（ｍｏｌ％））：数平均分子量が２０００のメトキ
シポリエチレングリコール：Ｎ，Ｎ，Ｎ´，Ｎ´－テトラキス（２－ヒドロキシエチル）
エチレンジアミン：メチルエチルケトンオキシム＝３３：２：５５：１０（ｍｏｌ％）か
ら形成される水性ブロックポリイソシアネート化合物
・メラミン化合物：（VB）
　ヘキサメトキシメチロールメラミン
【０１００】
・オキサゾリン化合物：（VC）
　オキサゾリン基及びポリアルキレンオキシド鎖を有するアクリルポリマー。オキサゾリ
ン基量＝４．５ｍｍｏｌ／ｇ
・エポキシ化合物：（VD）
　ポリグリセロールポリグリシジルエーテル。
・アクリル樹脂：（VI）
　エチルアクリレート：ｎ－ブチルアクリレート：メチルメタクリレート：Ｎ－メチロー
ルアクリルアミド：アクリル酸＝６７：１７：１０：２：４（ｍｏｌ％）から形成される
アクリル樹脂の水分散体（乳化剤：アニオン系界面活性剤）
【０１０１】
実施例１：
　ポリエステル（Ａ）、（Ｂ）、（Ｃ）をそれぞれ８９％、５％、６％の割合で混合した
混合原料を最外層（表層）の原料とし、ポリエステル（Ａ）、（Ｂ）をそれぞれ９５％、
５％の割合で混合した混合原料を中間層の原料として、２台の押出機に各々を供給し、各
々２８５℃で溶融した後、４０℃に設定した冷却ロール上に、２種３層（表層／中間層／
表層＝１：１８：１の吐出量）の層構成で共押出し冷却固化させて未延伸シートを得た。
次いで、ロール周速差を利用してフィルム温度８５℃で縦方向に３．４倍延伸した後、こ
の縦延伸フィルムの両面に、下記表１に示す塗布液１を塗布し、テンターに導き、横方向
に１２０℃で４．０倍延伸し、２２５℃で熱処理を行った後、横方向に２％弛緩し、塗布
層の膜厚（乾燥後）が０．７μｍの塗布層を有する厚さ１２５μｍのポリエステルフィル
ムを得た。得られたポリエステルフィルムを評価したところ、プリズム層との密着性は良
好であった。このフィルムの特性を下記表２に示す。
【０１０２】
実施例２～１１：
　実施例１において、塗布剤組成を表１に示す塗布剤組成に変更する以外は実施例１と同
様にして製造し、ポリエステルフィルムを得た。でき上がったポリエステルフィルムは表
２に示すとおりであり密着性、鉛筆硬度、耐摩耗性が良好であった。
【０１０３】
比較例１～７：
　実施例１において、塗布剤組成を表１に示す塗布剤組成に変更する以外は実施例１と同
様にして製造し、ポリエステルフィルムを得た。でき上がった積層ポリエステルフィルム
を評価したところ、表２に示すとおりであり、ポリエステルフィルムとの密着性、鉛筆硬
度、耐摩耗性が低いものであった。
【０１０４】
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【表１】

【０１０５】
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【表２】

【産業上の利用可能性】
【０１０６】
　本発明のフィルムは、例えば、タッチパネルのITOフィルム基材等、表面硬度、耐摩耗
性、塗布層とポリエステルフィルムとの密着性が必要な用途に好適に利用することができ
る。
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